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＜会   議＞ 

経済財政諮問会議 

◇第 12回（2024.9.3） 

9 月 3日、総理大臣官邸で令和 6年第 12回経済財政諮問会議が開催され、マクロ経済運営（金融

政策、物価等に関する集中審議）について協議が行われた。

民間議員からは、我が国経済は、「新たなステージ」への移行が進みつつあるとしつつ、 

・医療・介護、建設・物流等の業種別の賃上げ施策のフォローアップなど、「賃上げの定着」

に向けた取組を更に強化すべき 

・「成長と分配の好循環」の実現を目指すには可処分所得の増加が重要であり、国民の将来の

安心の確保を通じた消費の拡大につなげるためにも、年収の壁対策、被用者保険の適用拡

大を含め全世代型社会保障構築に向けた取組を進めるべき 

等の提言があった。

岸田総理からは「デフレ脱却に向けた歩みは着実に進んでおり、日本経済は成長型経済の新たなステ

ージへの『移行』のチャンスを迎えている。『移行』に取り残されるおそれがある方々に対しては、きめ細

かな支援が必要である。

 日本経済の新たなステージへの「移行」の鍵となるのは、賃上げを起点とした所得と生産性の向上で

ある。三位一体の労働市場改革、男女賃金格差の是正などによる持続的・構造的賃上げの実現、そし

て官民挙げた積極的な国内投資の促進の取組を着実に進める必要がある。 

 『経済あっての財政』の方針のもと、機動的な対応により経済成長を確実なものとしつつ、経済再生と

財政健全化を両立させる歩みを更に前進させていくことも必要である。 

『賃上げと投資がけん引する成長型経済の実現』を目指すとの方向性を堅持し、秋以降も、政府を挙げ

て議論を深めていただくことを期待する。」との発言があった。

新しい資本主義実現会議 ジョブ型人事推進会議 

◇第 1回（2024.9.5） 

9 月 5日、内閣官房は新しい資本主義実現会議 ジョブ型人事推進会議を開催した。

ジョブ型人事の推進については、6月に閣議決定された新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計

画 2024 年改訂版の「三位一体の労働市場改革」に掲げられており、ジョブ型人事指針を策定すること

が定められている。

今回開催された会議では、ジョブ型人事を導入した企業との意見交換が行われた。

岸田総理からは「新しい資本主義の考え方の下で、人への投資は重要な位置付けを占めている。若い

方もシニアの方も、年齢に関わらず、能力を発揮して働ける労働市場改革が必要である。

そのため、個々の職務に応じて必要となるスキルを設定し、スキルギャップの克服に向けて、従業員

が上司と相談をしつつ、自ら、職務やリ・スキリングの内容を選択していくジョブ型人事を導入していく必

要がある。 

ジョブ型人事の推進を始め、労働市場改革は緒に就いたばかりであり、引き続き皆様の御協力を頂き

つつ、秋以降も、この流れをしっかりと前に進めていく必要がある。引き続きご協力賜りたい」との発言が

あった。

1．財政・税制、経済・成長（社会保障全般含む）
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＜会  議＞ 

規制改革推進会議

◇第 20回（2024.9.2） 

9 月 2日、第 20回規制改革推進会議が開催され、「これまでの規制・制度改革の成果と改革の更な

る発展・深化」について協議が行われた。

協議では、規制改革に関するこれまでの取組と成果が示されるとともに、「『規制改革実施計画』を踏ま

えた規制改革の更なる発展・深化について（案）」が示された。

『規制改革実施計画』を踏まえた規制改革の更なる発展・深化について（案）では、「規制改革実施計

画」（令和６年６月 21日閣議決定）を踏まえ、「革新的サービスの社会実装・国内投資の拡大」、「スタ

ートアップの成長基盤の整備」、「良質な雇用の確保、高生産性産業への労働移動」について、利用者

起点の規制改革を更に発展・深化させるべく議論を進めていく。また、既に改革が決定した事項につい

て、その具体化・フォローアップを進めるとともに、可能なものについては前倒し・深掘りを検討する、とし

ている。

今後、「公共」「スタートアップ・ＤＸ・ＧＸ」「働き方・人への投資」「健康・医療・介護」「地域産業活性化」

の５つのワーキング・グループにおいて検討が進められる。 

2．規制改革
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＜会   議＞

国家戦略特別区域諮問会議 

◇第 64回（2024.8.26） 

8 月 26 日、第 64回国家戦略特別区域諮問会議（議長：岸田文雄内閣総理大臣）が開催され、「区

域方針の追加・変更」「成田空港を核とした国際航空物流拠点強化」「最近の規制・制度改革提案」

「国家戦略特別区域諮問会議における区域計画の取扱い」について協議が行われた。

「区域方針の追加・変更」については、本年６月に指定をした連携“絆”特区の２区域と、新たに国家戦

略特区に指定をした北海道を含む４区域の「金融・資産運用特区」について、区域方針を取りまとめ

た。

「成田空港を核とした国際航空物流拠点強化」については、岸田総理大臣より国土交通省をはじめ、

関係省庁においては地元自治体と連携をして、国家戦略特区制度の活用や関連インフラの整備を含

めて総合的な支援策を取りまとめるよう指示があった。

地方分権改革有識者会議 提案募集検討専門部会 

◇第 171 回（2024.9.19） 

9 月 19 日、内閣府は地方分権改革有識者会議 提案募集検討専門部会を開催し、令和 6年の提

案募集方式に係る重点事項について、関係府省からのヒアリングを行った。

ヒアリングでは、障害児通所支援事業所従業者の人員基準の見直しや児童の一時保護施設における

職員の数及び夜間の職員体制について定めた基準の経過措置期間の延長について、こども家庭庁よ

り第 1次ヒアリングをふまえた検討状況について報告が行われた。

◇第 170回（2024.9.18） 

9 月 18 日、内閣府は地方分権改革有識者会議 提案募集検討専門部会を開催し、令和 6年の提

案募集方式に係る重点事項について、関係府省からのヒアリングを行った。

ヒアリングでは、中山間地域における通所介護事業所に係る報酬算定の対象の見直しについて、厚生

労働省より提案募集検討専門部会からの再検討の視点や、それをふまえた回答および対応方針につ

いて報告が行われた。

◇第 169回（2024.9.17） 

9 月 17 日、内閣府は地方分権改革有識者会議 提案募集検討専門部会を開催し、令和 6年の提

案募集方式に係る重点事項について、関係府省からのヒアリングを行った。

ヒアリングでは、民生委員・児章委員の選任要件の見直しについて、厚生労働省より「民生委員・児童

委員の選任要件に関する検討会」の開催概要や検討範囲、今後の進め方について報告が行われた。

地方再生本部 

◇第 39回（2024.8.30） 

8 月 30 日、第 39回地方再生本部が開催され、地域再生基本方針の一部変更（地域住宅団地再

生事業の拡充等）について閣議決定案が取りまとめられ、9月 3日閣議決定された。

3．地方創生・地方分権等 
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Oおうせいろ

＜法改正等＞ 

高齢社会対策大綱閣議決定（2024.9.13） 

9 月 13 日、高齢社会対策大綱が閣議決定された。

本大綱は今回 6年ぶりに改定され、地域包括ケアシステムの構築、認知症基本法に基づく施策の推

進などの方針が盛り込まれている。

大綱では、「年齢によって分け隔てられることなく、若年世代から高齢世代までの全ての人が、それぞれ

の状況に応じて『支える側』にも『支えられる側』にもなれる社会を目指し、全世代の人々が『超高齢社

会』を構成する一員として、希望が持てる未来を切り拓いていくことが必要。」との考えの下、下記のとおり

基本的考え方を整理している。

（1）年齢に関わりなく希望に応じて活躍し続けられる経済社会の構築 

（2）一人暮らしの高齢者の増加等の環境変化に適切に対応し、多世代が共に安心して暮らせる社会の

構築 

（3）加齢に伴う身体機能・認知機能の変化に対応したきめ細かな施策展開・社会システムの構築 

また、今後の高齢社会対策の推進に当たっては、下記 3点を整理した。 

○関係行政機関の間の緊密な連携・協力、施策相互間の十分な調整、各分野における数値目標及び

参照指標の設定 

○施策の推進状況の検証・評価を踏まえ、必要な改善を行うための仕組みの構築 

○地域の企業・団体や NPO 等の多様な主体との連携等により、地方公共団体における地域の特性を

活かした施策の展開を後押し 

4．高齢者 
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＜会   議＞ 

社会保障審議会介護給付費分科会 

◇第 242回（2024.9.12） 

9 月 12 日、厚生労働省は第 242 回社会保障審議会介護給付費分科会を開催し、令和６年度介護

報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（「高齢者施設等と医療機関の連携体制等にかかる

調査」「福祉用具貸与価格の適正化に関する調査」「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の

実施及び一体的取組に関する調査」「地域の実情や事業所規模等を踏まえた持続的なサービス提供

のあり方に関する調査」）の調査票等について協議が行われた。

訪問介護事業所の廃止数について、令和 6年度介護報酬改定前の 3月は 376 件、改定後の 6月は

133 件であること報告した。

訪問介護事業について、令和７年度は「支援強化パッケージ」を推進し、先輩ヘルパーによる同行訪問

の支援を行うために地域医療介護総合確保基金を活用した新たなメニューを導入するなどの方針を示

した。
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社会保障審議会介護給付費分科会 介護報酬改定検証・研究委員会 

◇第 29回（2024.8.28） 

8 月 28 日、厚生労働省は第 29回社会保障審議会介護給付費分科会介護報酬改定検証・研究委

員会（委員長：松田晋哉 産業医科大学教授）を開催し、令和６年度介護報酬改定の効果検証及び調

査研究に係る調査（令和６年度調査）の調査票等について協議が行われた。

認知症施策推進関係者会議 

◇第 6回（2024.9.2） 

9 月 2日、内閣官房は第 6回認知症施策推進関係者会議（会長：粟田主一社会福祉法人浴風会認

知症介護研究・研修東京センターセンター長）を開催した。

今回は、前回の協議をふまえ認知症施策推進基本計画（案）が示され、協議が行われた。 

「新しい認知症観」を「認知症になったら何もできなくなるのではなく、認知症になってからも、一人一人

が個人としてできること・やりたいことがあり、住み慣れた地域で仲間等とつながりながら、希望をもって自

分らしく暮らし続けることができるという考え方」と定義した。 

計画の期間は、2029 年度までの概ね５年間。推進する施策として、12 項目をあげている。 

１．認知症の人に関する国民の理解の増進等 

２．認知症の人の生活におけるバリアフリー化の推進 

３．認知症の人の社会参加の機会の確保等 

４．認知症の人の意思決定の支援及び権利利益の保護 

５．保健医療サービス及び福祉サービスの提供体制の整備等 

６．相談体制の整備等 

７．研究等の推進等 

８．認知症の予防等 

９．認知症施策の策定に必要な調査の実施 

10．多様な主体の連携 

11．地方公共団体に対する支援 

12．国際協力 

本施策の推進にあたっては、都道府県において本基本計画を基本としつつ実情に即した都道府県計画

を策定するよう努めるものとするとされ、また市町村においても基本計画および都道府県計画を基本とし

つつ実情に即した市町村計画を策定するよう努めるものとする、とされている。 

今後、今回の協議内容をふまえ認知症施策推進本部を開催し、閣議決定される予定。

ケアマネジメントに係る諸課題に関する検討会

◇第 4回（2024.9.20） 

9 月 20 日、厚生労働省は第 4回ケアマネジメントに係る諸課題に関する検討会（座長：田中滋埼玉県

立大学理事長）を開催した。

今回は、これまでの議論を踏まえて更に議論すべき論点について協議が行われ、「ケアマネジャーの専

門性を更に発揮するために必要な業務の在り方や取組」「幅広い世代に対するケアマネジャーの人材

確保・定着に向けた取組」についてこれまでの意見をふまえた論点が示され、協議が行われた。

示された論点は以下のとおり。

＜ケアマネジャーの専門性を更に発揮するために必要な業務の在り方や取組に関する論点＞ 

○居宅介護支援事業所と地域包括支援センターにおける（主任）ケアマネジャーの現在の業務や配

置の状況、それを踏まえた今後あるべき役割分担・連携の在り方についてどのように考えるか。 
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○ケアマネジャーがその専門性を生かし、要介護者等の相談援助やケアプランの作成、関係者との

連絡調整といった本来業務に注力し、要介護者に対する支援が適切に行われるようにするために

は、業務の効率化を図りつつ、その役割や業務の在り方を整理する必要があるが、本来業務とそ

れ以外の業務について具体的にどのように考えるか。 

○ケアマネジャーの「本来業務」について、ＩＣＴ化による業務効率化を更に進めるための方策や事業

所内での事務職員との役割分担等について、どのように考えるか。 

○ケアマネジャーの「本来業務」以外の業務について、地域に資源がない場合についても確実に支

援できる体制を確保する必要があるが、新たな地域資源の創出等についてどのような方策が考え

られるか。また、その検討のために地域ケア会議等での積極的な議論を促すための方策について

どのように考えるか。 

＜幅広い世代に対するケアマネジャーの人材確保・定着に向けた取組に関する論点＞ 

○ケアマネジャーの年齢構造を踏まえると、今後、多くの方が定年年齢に達することが見込まれるこ

とから、若年層やミドル層の担い手の確保が重要と考えられるが、どのような方策が考えられるか。 

○特に、資格を有しているがケアマネジャーとして就業していない「潜在ケアマネジャー」の復職につ

いて、再研修の在り方も含めどのような方策が考えられるか。 

○一方で、地域で長く活躍し続けていただくため、シニア層にあるケアマネジャーの働きやすい環境の

整備についてどのような方策が考えられるか。
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＜通知・公表＞

令和 5年度使用者による障害者虐待の状況等」の結果を公表（2024.9.4）

9 月 4日、厚生労働省は令和 5年度使用者による障害者虐待の状況等の結果を公表した。

主な結果は以下のとおり。

１ 通報・届出のあった事業所数・対象となった障害者数 

通報・届出のあった事業所数は、前年度と比べ 22.9％増加し、1,512 事業所。 

通報・届出の対象となった障害者数は、前年度と比べ 29.4％増加し、1,854 人。 

２ 虐待が認められた事業所数・障害者数 

虐待が認められた事業所数は、前年度と比べ 4.0％増加し、447 事業所。 

虐待が認められた障害者数は、前年度と比べ 16.0％増加し、761 人。 

３ 認められた虐待の種別 

認められた虐待の種別では、経済的虐待が 659 人（80.6％）で最多。 

5．障害者 

○虐待が認められた 

障害者数 

○虐待が認められた 

事業所の業種 
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＜会議＞ 

こども政策推進会議 

◇第 4回（2024.9.9） 

9 月 9日、こども家庭庁は第 4回こども政策推進会議を持ち回りで開催し、「青少年が安全に安心して

インターネットを利用できるようにするための施策に関する基本的な計画（第 6次）」を取りまとめた。

本計画は青少年インターネット環境整備法（平成 20年法律第 79号）第８条に基づき、こども政策推進

会議が計画を定め、その実施を推進するもので、施策の進捗状況、社会情勢等を踏まえ、策定後３年を

目途に見直しを行うこととされている。（現行の第 5期計画は令和 3年 6月に決定）

今回の計画の主な内容は以下のとおり。

こども誰でも通園制度の制度化、本格実施に向けた検討会 

◇第 2回（2024.9.26） 

9 月 26 日、こども家庭庁はこども誰でも通園制度の制度化、本格実施に向けた検討会（座長：秋田喜

代美学習院大学文学部教授東京大学名誉教授）を開催した。

今回は、今後の主な検討事項と進め方が下記のとおり示された。

○主な検討事項 

6．子ども・家庭福祉 
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こども誰でも通園制度の実施にあたっての手引の骨子案が下記のとおり示され、協議が行われた。
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◇第 1回（2024.6.26） 

6 月 26 日、こども家庭庁はこども誰でも通園制度の制度化、本格実施に向けた検討会（座長：秋田喜

代美学習院大学文学部教授東京大学名誉教授）を開催した。

本検討会はこども誰でも通園制度の令和 7年度からの制度化及び令和 8年度からの本格実施に向け

て、検討が必要な各論点について検討することを目的とするもの。

第 1回目では、今後の主な検討事項として下記が示された。 

○令和７年度の利用時間（利用可能枠の在り方）について 

○人員配置、設備運営基準（内閣府令）について 

○安定的な運営の確保について 

○こども誰でも通園制度を実施する上で手引きになるようなものの作成について（年齢ごとの関わり方の

留意点や、利用方法の組み合わせ方等） 

○総合支援システムについて（個人情報の取り扱いを含む） 

こども家庭審議会 子ども・子育て支援等分科会 

◇第 6回（2024.8.2） 

8 月 2日、こども家庭庁は第 6回子ども・子育て支援等分科会（分科会長：秋田喜代美学習院大学文

学部教授）を開催し、「子ども・子育て支援関係制度改正等の状況」「保育施策関係の最近の動向」「子

ども・子育て支援法に基づく基本指針の改正案」「次世代育成支援対策推進法に係る行動計画策定指

針の策定等」について報告および協議が行われた。 

「子ども・子育て支援法に基づく基本指針の改正案」については、今年 6月の子ども・子育て支援法の改

正に伴い、妊婦等包括相談支援事業及び乳児等通園支援事業が創設され、これら 2事業及び産後ケ

ア事業が地域子ども・子育て支援事業に位置付けられたほか、特定教育・保育施設における職員の処

遇等の経営情報の公表することとされたことをふまえ、関係する基本指針の規定の改正案が示された。 

「次世代育成支援対策推進法に係る行動計画策定指針の策定等」については、今年 5月の次世代育

成支援対策推進法の改正に伴う、内閣府令および行動計画策定指針の改正案が示され、協議が行わ

れた。 
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こども家庭審議会 基本政策部会 

◇第 13回（2024.8.22） 

8 月 22 日、こども家庭庁は第 13回こども家庭審議会 基本政策部会（部会長：秋田喜代美学習院大

学文学部教授）を開催し、「こども施策の動き」「基本政策部会の今後の進め方」について報告・協議を

行った。

今後の進め方については、次年度以降のこどもまんなか実行計画の改定を見据えた PDCA の回し方、

今後議論したいこと等について協議が行われた。（今後、年内にあと 2回協議を行う）

また、年明けからは、各分科会・部会やこども・若者、地方団体等から意見聴取を行い、5月頃を目途

に、こどもまんなか実行計画 2025 の策定に向けたこども家庭審議会としての意見を取りまとめることが

示された。

こども家庭審議会基本政策部会 こども・若者参画及び意見反映専門委員会 

◇第 8回（2024.8.19） 

8 月 19 日、こども家庭庁は、第 8回こども家庭審議会基本政策部会 こども・若者参画及び意見反映

専門委員会を開催し、審議会・懇談会等におけるこども・若者委員の登用について協議を行った。

協議では、こども大綱等を踏まえた審議会・懇談会等におけるこども・若者委員の登用に関する調査結

果の報告が行われ、本調査を踏まえたこども・若者委員の登用に向けた今後の取組について、下記のと

おり示された。

○本調査結果については、各府省庁に通知し、現状を共有するとともに、ヒアリング実績や工夫の方法を

参考にしながら、こども・若者委員の登用や意見聴取の取組について検討を進めていただくこととする 

○調査結果を踏まえると、審議会・懇談会等への参画は、委員等への任命のみならず、ヒアリングなど

様々な手法が想定されるが、いずれの手法でも、意見を言いやすいように、「環境整備」が必要である

ため、環境整備に必要な事項についての検討を専門委員会で行っていただきたい。 

○環境整備に関して、今年度議論いただいた結果については、こども家庭庁から各府省庁に改めて周知

することとしたい。

今後の幼児教育の教育課程、指導、評価等の在り方に関する有識者検討会 

◇第 12回（2024.9.20） 

9 月 20 日、文部科学省は、第 12回今後の幼児教育の教育課程、指導、評価等の在り方に関する有

識者検討会（座長：無藤隆白梅学園大学名誉教授）を開催し、最終報告について協議が行われた。 

本有識者検討会は、幼稚園教育要領、保育所保育指針、幼保連携型認定こども園教育・保育要領の

３要領・指針に基づく教育活動の成果及び課題の把握や、今後の幼児教育の教育課程、指導、評価等

の検討を一体的に行うべく、令和５年 12月に設置され検討が進められてきた。 

最終報告案の主な概要は以下のとおり。 
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＜通知・公表＞

こども虐待による死亡事例等の検証結果等について（第 20次報告）（2024.9） 

9 月、こども家庭庁はこども虐待による死亡事例等の検証結果等について（第 20 次報告）を公表した。

本報告では、令和 4年 4月 1日から令和 5年 3月 31 日までの 12 か月間に発生、又は表面化した

児童虐待による死亡事例及び地方公共団体において児童相談所や市区町村の虐待対応担当部署が

児童虐待相談として受理した事例のうち、こどもの死亡には至らなかったものの「身体的虐待」等による

生命の危険に関わる受傷、「養育の放棄・怠慢」のために衰弱死の危険性があり、令和 5年 10 月 1日

時点で関わりが継続している重症事例について分析等を実施し、明らかになった課題を受けて報告が取

りまとめられている。

本とりまとめにあたっての課題と国への提言として下記 8点について整理された。

1．虐待の発生予防及び発生時の的確な対応 

2．虐待対応における児童相談所と市区町村やその他の機関との連携強化の推進 

3．児童相談所・市区町村職員の人員体制強化及び専門性の確保と資質の向上 

4．要保護児童対策地域協議会の効果的運用の推進と体制整備 

5．一時保護の適正性及び手続の透明性の確保と解除後の支援体制の整備 

6．地域をまたがる（転居）事例への適切な対応の推進 

7．再発防止を目的とした検証の積極的な実施と検証結果の活用促進 

8．こども自身の意見を適切に表明できる仕組みの検討 
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保育所等関連状況取りまとめ（2024.8.30） 

8 月 30 日、こども家庭庁は令和 6年 4月 1日時点での保育所等の定員や待機児童の状況を取りま

とめた。

本取りまとめは、全国の保育所等の状況を把握することを目的に毎年実施しているもの。

主なポイントは以下のとおり。
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＜会  議＞ 

地域共生社会の在り方検討会議 

◇第 3回（2024.8.21） 

8 月 21 日、厚生労働省は第 3回地域共生社会の在り方検討会議（座長：宮本太郎中央大学法学部

教授）を開催した。 

第 3回では、成年後見制度の見直しに向けた司法と福祉との連携強化等の総合的な権利擁護支援

策の充実について協議が行われた。

7．地域福祉 
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新たな地域医療構想等に関する検討会 

◇第 8回（2024.9.6） 

9 月 6日、厚生労働省は第 8回新たな地域医療構想等に関する検討会（座長：遠藤久夫 学習院大

学長）を開催した。 

今回は、入院医療について協議が行われ、病床機能・医療機関機能について下記のとおり整理が行わ

れた。

○新たな地域医療構想においては、以下の３つの観点に基づき、病床機能・医療機関機能の整理を行

い、医療提供体制を構築していく。 

＜病床区分毎の必要量＞ 

 基本的に診療実績データをもとに、病床区分毎に 2040 年における地域の病床の必要量を推計。

将来の病床の必要量と基準病床数との関係を整理し、位置づけを明確化。 

＜医療機関機能の明確化＞ 

 地域での医療提供体制を検討・議論するにあたり、連携・再編・集約化に向けて、地域で求められ

る役割を担う医療機関機能を新たに地域医療構想に位置づける。 

＜医療機関の報告等＞ 

地域の状況・取組進捗等を把握し、地域で協議を行って取組を推進するとともに、国民･患者に共

有することを目的に、病床機能や医療機関機能を報告する。その際、診療報酬における届出等に応

じた客観性を有する報告とし、一定の医療機関の役割を明確にする仕組みを創設。

◇第 7回（2024.8.26） 

8 月 26 日、厚生労働省は第 7回新たな地域医療構想等に関する検討会（座長：遠藤久夫 学習院

大学長）を開催した。 

今回は、新たな地域医療構想を通じて目指すべき医療について協議が行われた。 

会議では、目指すべき医療提供体制の基本的な考え方（案）において「85 歳以上の高齢者の増加や

人口減少がさらに進む 2040 年以降においても、全ての地域・全ての世代の患者が、適切な医療・介

護を受け、必要に応じて入院し、日常生活に戻ることができ、同時に、医療従事者も持続可能な働き方

を確保できる医療提供体制を実現する必要がある」とし、「入院医療だけでなく、外来医療・在宅医療、

介護との連携等を含め、地域における長期的に共有すべき医療提供体制のあるべき姿・目標として、地

域医療構想を位置づける」と示された。 
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＜通知・公表＞ 

総務省「ごみ屋敷」対策に関する調査結果に基づく通知（2024.8.28） 

8 月 28 日、総務省は「ごみ屋敷」対策に関する調査結果に基づく通知を公表した。

調査は、「ごみ屋敷」事案の実態や、国及び市区町村の対応状況、課題等を明らかにすることを目的と

して実施した。 

調査結果をふまえ、総務省は、環境省、厚生労働省、総務省（消防庁）及び国土交通省に対し、市区

町村における多種多様なアプローチを組み合わせた部局横断的な対応を可能とする観点から、関係省

庁で連携し、活用可能な支援方策や取組事例等の情報をパッケージとして示すことを要請した。

主な概要は以下のとおり。
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＜会   議＞ 

介護福祉士国家試験パート合格の導入に関する検討会報告書公表（2024.9.24）

9 月 24 日、介護福祉士国家試験パート合格の導入に関する検討会が報告書「介護福祉士国家試

験パート合格の導入の在り方について」を取りまとめた。

国家試験の科目を３つに分類し、合格水準に達したパートは受験年の翌々年まで有効期限を設定す

る方針などが盛り込まれた。 

少子高齢化が進展する中、厚生労働省は、2040 年（令和 22年）度末までに新たに約 57万人の介

護人材の確保が必要としているが、介護福祉士国家試験の受験者は､第 31 回試験（平成 30年度）

の 94,610 人をピークに減少している。 

実務経験ルートでの受験者が８割を占め、就労と試験に向けた学習の両立が課題とされている。報告

書では、より受験しやすい実施方法等への見直しを行うことが必要、実施時期は令和８年１月の試験

より導入が妥当としている。 

報告書の主な提言は以下のとおり。

＜パート合格の考え方＞

○受験のための学習への取り組み易さ、受験者の利便性の両側面から受験しやすい仕組みの導

入を検討することが必要。 

○国家試験をいくつかのパートに分け、一定の合格水準に達したパートについて、翌年度の試験に

おいて当該パートの受験を免除する「パート合格」を導入することが適当である。 

○パート合格は、その導入により、例えば、初年度に不合格パートがあった者について、次年度は不

合格パートの学習に注力できるようになるなど、一人ひとりの状況に応じた学習を後押しすること

が可能となり、より受験しやすい仕組みとなる。 

○国家試験は介護福祉士としての知識及び技能を担保するものであるため、パート合格の導入に

よって、介護福祉士の知識及び技能の水準が維持できず、介護サービスの質が低下するもので

あってはならない。 

＜受験方法＞ 

○１日間で全パートの試験を実施し、初受験時は全員が全パートを受験する。 

○再受験時には、不合格パートについては、受験を必須とすることが適当である。既にパート合格し

たパートを受験するか否かは受験者の希望制とし、不合格パートのみを受験するか全パートを受

験するかのいずれかの選択を受験者に求めることが適当である。 

＜分割パターン＞ 

○受験のための学習への取り組み易さを確保しつつ、受験者の利便性・運営面の負担も考慮する

観点から、再受験のための学習時に注力すべき科目の特定が容易であると考えられる別紙１の

分割パターンの考え方による３分割が適当である。 

＜合格基準等＞ 

○合格基準は、万が一にも合否の判定に誤りがあってはならず、運営の視点からも複雑すぎないも

のとすべき。 

○全科目に対する合格基準は、現行と同様に、問題の総得点の６割程度を基準として、問題の難

易度で補正した点数以上かつ試験科目群すべてにおいて得点があることを合格基準とすること

が適当である。 

○パートごとの合格基準は、全体の合格基準点に対し全科目を受験した受験者の平均得点の比率

8．人材確保等 



- 24 -

で按分することにより、合格基準を設けることが適当である。また、全科目に対する合格基準と同

様、各パートを構成する科目群すべてにおいて得点があることを合格基準とすることが適当であ

る。 

○合否の判断については､全パートを受験した場合には､まず全パートの総得点で判断し、結果が不

合格だった際には、パートごとに判断することとし、一部のパートのみを受験した場合には、パート

ごとに合否を判断することが適当である。 

○その上で、パート合格には、受験年の翌々年までを有効期限として設定するべきで、必要に応じ

て見直しを行うことが適切である。 

○このように合格基準・有効期限を設定することを通じて、国家試験合格者の質が担保されると考

えられる。 

＜運営面への配慮＞ 

○パート合格は、令和８年１月実施予定の第 38 回介護福祉士国家試験より導入することが妥当

である。導入にあたって、試験センターと引き続き十分な調整を行うことが求められる。 

（別紙 1） 
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（別紙 2）

労働政策審議会 (雇用環境・均等分科会） 

◇第 71回（2024.9.13） 

9 月 13 日、厚生労働省は第 71回労働政策審議会 (雇用環境・均等分科会）（分科会長：奥宮京

子 田辺総合法律事務所弁護士）を開催した。 

今回は、「令和７年度予算概算要求」「2023 年度の年度評価及び 2024 年度の目標設定」「次世代

育成支援対策推進法の一部改正関係」「女性活躍推進及びハラスメント対策」について協議が行わ

れた。 

「令和７年度予算概算要求」については、雇用環境・均等局における概算要求の報告が行われた。 

「2023 年度の年度評価及び 2024 年度の目標設定」については、下記のとおり年度目標一覧案が

示され、協議が行われた。 
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「次世代育成支援対策推進法の一部改正関係」については、次世代育成支援対策推進法の改正を

踏まえた主な省令事項（案）が示され、協議が行われた。 

「女性活躍推進及びハラスメント対策」については、雇用の分野における女性活躍推進に関する検討

会 報告書について報告が行われ、協議が行われた。 

雇用の分野における女性活躍推進に関する検討会報告書とりまとめ（2024.8.8）

8 月 8日、厚生労働省は雇用の分野における女性活躍推進に関する検討会報告書を公表した。 

本検討会では、令和 6年 2月から 11 回にわたり、雇用の分野における女性活躍推進やハラスメント

について、現状の分析や論点整理を行い、今後の在り方を検討してきた。

本取りまとめは、令和元年の女性活躍推進法成立後も

①常時雇用する労働者の数が 301 人以上の企業について、男女の賃金の差異の情報公表が義務

化されるという新しい動きがあったが、男女の賃金の差異は依然として大きく、女性管理職の割合も

国際的に見るとその水準は低い 

②ハラスメント関係の相談件数は高止まり傾向にあり、カスタマーハラスメントや就活等セクシュアルハ

ラスメントなどが社会問題化している 

といった課題に加え、平成 28年度より施行してきた女性活躍推進法は、令和７年度末で失効すると

されている。こうした状況を踏まえ、雇用の分野における女性活躍推進の方向性や、ハラスメントの現

状と対応の方向性等について議論し、とりまとめた。 

報告書では、「女性活躍推進法等を通じた雇用の分野における女性活躍の更なる推進」「月経・不妊

治療・更年期等の健康課題への対応」「職場におけるハラスメント対策の充実」について整理してい

る。

特に、カスタマーハラスメントについては、「企業横断的に取組が進むよう、対策強化が必要。労働者

保護の観点から事業主の雇用管理上の措置義務とすることが適当。定義については、社会全体で幅

広く受け入れられるものの検討が適当であり、下記の３つの要素のいずれも満たすものとして検討すべ

き。」としている。

【カスタマーハラスメントの要素】 

①顧客、取引先、施設利用者その他の利害関係者が行うこと 

②社会通念上相当な範囲を超えた言動であること 

③労働者の就業環境が害されること 

厚生労働省では、この報告書を踏まえ、今後、労働政策審議会雇用環境・均等分科会において、引

き続き検討するとしている。
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雇用政策研究会報告書の公表（2024.8.23） 

8 月 23 日、厚生労働省は雇用政策研究会（座長：樋口美雄（独）労働政策研究・研修機構 研究総

監）を公表した。 

報告書では 2040 年の労働市場において、人口減少を背景とした労働配制約が見込まれるなか、

・多様な個人の労働参加の促進と経済成長の実現

・人手不足の類型に応じた適切な対応

・労働者に選ばれる職場づくり 
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といった観点から、

①多様な個人の労働参加

②新たなテクノロジー等を活用した労働生産性の向上

③労働市場のインフラ整備等 

の 3 つの柱のもとで必要な施策の方向性がまとめられた。 

厚生労働省は、本報告書を踏まえ、社会経済構造や働き方の変化に対応した雇用政策を推進して

いくとしている。

＜通知・公表＞ 

2023 年雇用動向調査 医療・福祉の入職超過率 1.4 ポイントプラスに（2024.8.27） 

8 月 27 日、厚生労働省は「2023 年雇用動向調査」を公表した。

調査結果において、「医療・福祉」産業における入職超過率（離職者に対する入職者の割合）は 1・

4％と、前年調査（-0・9％）より 2.3 ポイント改善した。

なお、前年調査は現在の統計方法になった 2004 年以降で初めてマイナスであった。

「医療・福祉」の入職者は、前年調査から 12 万 8400 人増えて 126 万 6500 人、離職者は 5万

2,900 人減って 115 万 7,100 人となり、10 万 9,400 人入職者が離職者を上回った。前年調査では

7万 1900 人離職者が入職者より多かった。 

産業別では、「医療・福祉」の入職者は「宿泊・飲食サービス業」「卸売・小売業」に次いで 3番目に多

いが、離職者も両産業に次いで多い。
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＜法改正等＞ 

厚生労働省 概算要求（2024.8.28） 

8 月 28 日、厚生労働省は令和 7年度概算要求を公表した。 

9．予算 
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こども家庭庁 概算要求（2024.8.30） 

8 月 30 日、こども家庭庁は令和 7年度概算要求を公表した。 

主な内容は以下のとおり。 
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内閣府防災 概算要求（2024.8）

8 月 30 日、内閣府（防災）は令和 7年度概算要求を公表した。 

令和 7年度の概算要求額は約 86億円（令和 6年度予算額約 73億円）であった。（うち、資料的経

費は約 48億円（対前年度 12億円増）、災害救助費等などの義務的経費は約 37億円（対前年度同

額）となっている。） 
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また、主な機構・定員要求として以下のとおり要求が行われた。 

能登半島地震 予備費からの追加支出（第 6弾）閣議決定（2024.9.10） 

9 月 10 日、令和 6年能登半島地震に係る予備費使用（第 6弾）について総額 1,088 億円の予備費

の使用が閣議決定された。 

内訳は以下のとおり。 

○能登地域６市町の被災世帯の再建支援のための「地域福祉推進支援臨時特例交付金」について、 

…53 億円 

○農林漁業者への支援について…75億円 

○公共土木施設、公共施設の復旧等について…960 億円
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＜会   議＞ 

令和 6年能登半島地震復旧・復興支援本部 

◇第 10回（2024.9.10） 

9 月 10 日、第 10回令和 6年能登半島地震復旧・復興支援本部が開催され、復旧・復興に向けた

取組について令和 6年能登半島地震に係る予備費使用（第 6弾）等の報告が行われた。 

◇第 9回（2024.8.26） 

8 月 26 日、第 8回令和 6年能登半島地震復旧・復興支援本部が開催され、復旧・復興に向けた取

組について報告が行われた。 

報告では、内閣府防災より「能登半島地震の教訓を踏まえた災害対応の強化（基本的な方向性）」が

示された。 

基本的な方向性では、 

・政府の災害対応体制の強化では、司令塔機能の強化として、災害対応全般を総括する「防災監（仮

称）」の新設（令和 7年度要求） 

・被災者に寄り添った支援体制の強化では、福祉対応体制の強化として、在宅避難者や被災施設へ

の支援強化のため、DWAT（災害派遣福祉チーム）の活動範囲の拡大（※法改正も視野に制度改

正を検討） 

などが示されている。 

10．災害対策 
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松村防災担当大臣からは「発災直後から良好な避難生活環境を確保すべく、避難所の生活環境整備

の更なる推進、保健・医療・福祉支援の体制・連携強化、専門ボランティア団体との連携強化等に取り

組む。引き続き、必要な事項については法改正も視野に入れて制度改正を検討するなど、災害対応の

強化を着実に進めてまいる。」との発言があった。 

令和 6年能登半島地震を踏まえた災害対応検討ワーキンググループ 

◇第 5回（2024.9.4） 

9 月 4日、内閣府は、第 5回令和 6年能登半島地震を踏まえた災害対応検討ワーキンググループを

開催した。

今回は、分野横断的な対応について協議が行われ、地方自治体と民間企業等との災害時の連携等

について関係団体からの報告が行われた後、協議が行われた。

◇第 4回（2024.8.20） 

8 月 20 日、内閣府は、第 4回令和 6年能登半島地震を踏まえた災害対応検討ワーキンググループ

を開催した。

今回は、被災者支援、分野横断的な対応、物資調達・輸送について関係団体からの報告が行われ、

協議が行われた。
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＜会   議＞ 

持続可能な保護司制度の確立に向けた検討会 

◇第 12回（2024.8.29）  

8 月 29 日、法務省は「第 12 回持続可能な保護司制度の確立に向けた検討会」を開催した。  

今回は、持続可能な保護司制度の確立に向けた検討会報告書案が示され、協議が行われた。 

報告書案では、「推薦・委嘱の手順、年齢条件」「〔職務内容の在り方、保護観察官との協働態勢の強

化」「待遇、活動環境」「保護司の使命」「保護司の安全確保」について、現状認識、委員会での主な意

見、今後講じていく施策等が整理された。 

「推薦・委嘱の手順、年齢条件」については、今後講じていく施策等において、 

○定年年齢が延長していることを踏まえ、令和７年度から、新任委嘱時の上限年齢を撤廃すること 

○退任年齢の引上げについて検討すること 

等が示された。 

「待遇、活動環境」において、報酬制の導入については、「保護司の無償性は、制度発足以来、利他の

精神や人間愛に基づく地域社会における自発的な善意を象徴するものであり、なお堅持していくべき価

値があることから、報酬制の導入はなじまない。」と整理された。 

◇第 11回（2024.7.29） 

7 月 29 日、法務省は「第１１回持続可能な保護司制度の確立に向けた検討会」を開催した。 

今回は、本年 5月に保護司が自宅において殺害された事件を受け、全国の保護司に対して行っている

不安等の聴取等について主な意見が示され、保護司の安全確保について意見交換が行われた。 

11．その他 
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